
2026年9月16日

【第3回介護経営者カンファレンス】

介護人材不足を克服する経営戦略とは
～介ホ協が推進する3つの未来チャレンジ～



オープニング
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自己紹介 介ホ協代表理事 鷲見 隆充

一般社団法人全国介護付きホーム協会
代表理事

（SOMPOケア代表取締役社長）

1995年4月 安田火災(現・損保ジャパン)入社

2015年4月 メッセージ(現・SOMPOケア) ※ケアスタッフ、管理者を経験

2015年12月 SOMPOケアネクスト(現・SOMPOケア)※施設事業本部副本部長などを経験

2018年4月 損保ジャパン日本興亜(現・損保ジャパン)秘書部特命部長

2019年4月 同 人事部長

2021年4月 同 執行役員人事部長

2022年4月 SOMPOケア 代表取締役社長COO就任

2024年4月 SOMPOケア 代表取締役社長CEO就任（現職）

SOMPOホールディングス 介護事業CEO 執行役

2024年6月 一般社団法人全国介護付きホーム協会 代表理事就任（兼職）

2025年4月 SOMPOホールディングス 執行役員

SOMPOウェルビーイング担当 介護事業担当 就任（現職）
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自己紹介 介ホ協副代表理事 植村 健志

一般社団法人全国介護付きホーム協会
副代表理事

（株式会社アズパートナーズ

代表取締役社長 兼 CEO）

1989年4月 (株)リクルートコスモス（現・㈱コスモスイニシア）入社

1999年8月 (株)宝工務店（現・MIRARTHホールディングス㈱）入社

2000年６月 同 取締役

2002年６月 同 常務取締役

2004年11月 株式会社アズパートナーズ設立 代表取締役

2015年６月 一般社団法人全国介護付きホーム協会 副代表理事 就任
（現任）

2017年６月 株式会社アズパートナーズ 代表取締役社長 兼 CEO
（現任）

3



自己紹介 介ホ協副代表理事 老松 孝晃

一般社団法人全国介護付きホーム協会
副代表理事

（株式会社ベネッセスタイルケア

取締役専務執行役員）

1994年4月 ㈱福武書店（現・㈱ベネッセコーポレーション）入社

2000年11月 ㈱ベネッセケア（現・㈱ベネッセスタイルケア）

2001年5月 同 くらら相模大野 ホーム長
※以降、主に入居介護事業の事業部長、事業本部長、カンパニー長を経験

2010年4月 同 執行役員

2013年4月 同 常務執行役員

2013年7月 同 取締役専務執行役員（現任）
※現在、安全管理本部、法務部、行政対応支援部、内部監査部、渉外部 を担当

2018年6月 一般社団法人全国介護付きホーム協会 副代表理事 就任

2021年6月 同 代表理事 就任

2024年6月 同 副代表理事 就任（現任）
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介ホ協取組方針「３つの未来チャレンジ」

品質向上、働きがい向上、持続可能性向上の３本柱による
「未来へのチャレンジ」を掲げ、社会課題の解決に挑む
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働きがい向上
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【最重点要望】基本報酬向上＋生産性向上の規制改革

課題 目指す姿

• 介護人材の需給ギャップは拡大し、
2040年には約57万人の介護職員が不足する推計

• 深刻な人材不足は既に顕在化し、
2023年に初めて減少（対前年▲2.8万人）

• 介護職員の処遇を2030年までに
全産業平均まで改善することを目指す

• 【未来の介護】の徹底により、処遇改善ファンドを創出し、
介護職員に還元

• 働きがい向上を実現し、更なるサービス品質向上、
未来社会と三方良しを目指す

ご利用者さま
・サービス品質向上

・自立支援

・困りごと改善
介護職員
・処遇改善

・働きがい向上

・負担軽減

未来社会
・需給ギャップ解消

・作業効率化

・時間の創出
三方良し

要望
【国の公費支援＋事業者の経営努力】を官民一体で取り組むため、
「基本報酬の向上」と「品質の伴った生産性向上に資する規制改革」を要望致します
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【要望】基本報酬の向上（背景）

・最低賃金は上昇を続け、2026年の全国平均は1,177円となる見通し（2000年対比で約1.78倍）
・一方で、介護報酬の改定率は最低賃金の上昇に全く追いついていない
・物価高騰を含めた厳しい社会環境を踏まえ、2027年改定においては、基本報酬向上の支援を強く要望したい

政府目標

毎年7.62%
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※介護報酬改定率の対2000年は過去の改定率を単純に加減算した数値を表示、2006年の介護報酬改定率は2005年10月改定分を含む数値



９

【要望】基本報酬の向上（＋12％が必要）

年収差
約100万円

介護職員の処遇を2030年までに
全産業平均まで改善するため、
12％の基本報酬向上を強く要望。
（賃金上昇スライドに応じた毎年改定の
場合は初年度4％の引上げを要望）

・全産業平均とは100万円の差。
介護職員の賃金を2030年までに
全産業平均にするためには、
毎年8.92%の賃上げが必要



働きがい向上の取り組み事例（アズパートナーズ）
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働きがい向上の取り組み事例（ベネッセスタイルケア）

「介護のプロフェッショナル」と「究極の専門性を発揮する社内資格取得者」
の育成を目指し、専門性にこだわる

①「自発支援®」を目指して

③初任給だけではなく、その後の成長を描く

②2026年10月処遇改善
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働きがい向上の取り組み事例（SOMPOケア）
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子ども食堂
の開催

キッザニア
への出展

介護のほん
の発刊

働く職員

未来の
担い手

介護プライド
マイスター制度
（累計235名）

処遇改善
(計48億円)

働きがい向上の取り組みにより、離職率は11%台で安定的に推移

専門性の高い介護技術・知識と心の豊かさを持つ真のプロフェッショナルを育成・任命

22年4月
ケアスタッフ部門

24年4月
フーズ部門

25年4月
ケアマネジャー部門

27年4月
看護部門

全産業平均を目指し、品質を伴う生産性向上・コスト適正化の効果を継続的に還元

22年4月
24億円

23年10月
5億円

24年4月
2億円

25年4月
14億円

26年4月
3億円

第2弾 第3弾 第4弾 第5弾 第6弾

地域の多世代交流機会を創出し、
子どもたち・ご利用者さま・スタッフの

三方よしを実現 2022年11月から累計76,000食を提供

未来を担う子どもたちが、
新しい介護の可能性を知り、
介護への興味・関心を持つ機会2023年7月からパビリオンを出展

介護職に対するイメージを変え、
介護職を憧れる職業にしていくため
「学習まんが大研究！」を発刊 小学校20,000校、公立図書館3,000館に寄贈



持続可能性向上
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【要望】品質の伴った生産性向上に資する規制改革（人員配置基準）

課題 目指す姿

要望

①タイムスタディが煩雑 …24項目・10分単位の報告
②成果要件が厳しい …残業が1分増えても不可
③補助金対象が限定的…介護に特化しないと対象外

◎補助対象外となる
機器例

汚物処理機

自動体位交換器

掃除ロボット

・官民一体で、介護現場と規制の改革を進めていくべき
・まずは、喫緊の課題である次の3点を要望したい

①
タイムスタディ調査の簡素化
→シンプルな項目へ

②
加算・3:0.9特例要件見直し
→柔軟な要件緩和へ

③
テクノロジー補助金対象の拡大
→現場で有用な機器を対象化

◎規制改革要望

・また、最新の技術動向やエビデンスに
基づき、機動的かつ継続的な制度の
規制改革を！

納得感

・介護業界の生産性向上の取り組みは発展途上。介護事業者の経営努力を国に後押ししてほしい
・「テクノロジー・デジタル・データ・AI」を最大限活用することを前提に、人員配置基準の更なる柔軟化が必要

生産性加算Ⅱ
（見守り）

事業所単位 法人単位
生産性加算Ⅰ
（見守り＋記録・インカム）

事業所単位 法人単位

39% 31.4% 33.6% 5.9%

※全国介護付きホーム協会調べ
（2026年2月調査 n=239法人）

◎生産性加算
算定率
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品質の伴った生産性向上の取り組み事例（アズパートナーズ）
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品質の伴った生産性向上の取り組み事例（ベネッセスタイルケア）

「生産性向上・効率化」による介護人材不足の解消
×

「人財育成」と「ご入居者のQOL向上の実現」に向けて

介護記録

睡眠センサー

排泄センサー

薬の情報
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品質の伴った生産性向上の取り組み事例（SOMPOケア）
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～2020年

デジタル化への挑戦

眠りSCAN・AXIST・スマホ記録・
LINEWorksなどの導入・定着

2020年度

未来の介護創造PJ開始
（先行2施設）

2022年度

人員配置基準の緩和

（令和6年度改定）

厚労省実証事業への参画

全介護付きホームで介護職の
業務標準化・テクノロジー活用
により生産性向上を実現

2023年度 2024年度

24年度生産性向上効果(実績)

14億円（取組前比）

2025年度 2026年度

介護職以外へ取組み範囲拡大
カスタムメイドケアの更なる推進

26年度生産性向上効果(計画)

40億円水準（取組前比）

25年度実績25億円

睡眠センサー 介護用シャワー 再加熱カート

テクノロジー導入例

二刀流・二倍の推進

職層を超え、ホーム全体で
ご利用者さまを支える

生産性向上による効率化

二刀流

二倍

156ホームで3：0.9申請済

2027年度～

AIの活用

2030年度目標

人員配置3：0.9実現

フェーズ3を見据えてAI活用推進中

未来在宅のモデル構築

業務標準化
業務の可視化⇒標準化

テクノロジー、DDAのフル活用を
前提とした未来の介護
オペレーションモデルの構築

フェーズ0 フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3 フェーズX

AI×ロボット

フィジカルAI

未来の施設

各企業との情報交換
により介護領域における
実用可能性を研究中

合築・大型化により
テクノロジー・DDA
の導入促進を検討中

品質向上と負担軽減を両立する取組み『未来の介護』

筋肉質への基本方針

業務を「辞める」
生産性を「倍にする」

「二刀流・二倍」を始める

AI議事録

全1,100事業所導入
1施設あたり月10時間減少

AIケアプラン・、AIカメラ

26年度PoC実施中



品質向上
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【要望】外国人の更なる活躍に資する規制改革

課題 目指す姿

要望

外国人の住居が確保
できない

介護事業者

資格のハードルが高く、
丁寧に育成した職員が
帰国してしまい残念

全体 70.1% 特定技能1号 33.0%

外国人介護職員

第38回介護福祉士国家試験の合格率

特定技能1号（介護）の受入れ状況

2026年3月末実績 2028年度末までの上限 消化率

74,745 126,900 58.9％

出典：出入国管理庁ホームページ

在宅サービス併設型の
サ高住・住宅型がなぜ
認められないのか

・特定技能の上限人数拡大
・外国人の介護福祉士の合格率向上

公営住宅
・空き家活用

空いている安価な公営
住宅をご検討ください！

マッチング推進

介護事業者

【在留資格介護】の拡大に向けた柔軟な規制改革を

・特定技能の受入れは、今後、更に加速することから、早期に上限人数の引き上げ
・外国人が安心して暮らせる家賃補助や安価な公営住宅の活用などの支援
・「在留資格介護」への移行に必要な介護福祉士の資格取得について、合格率向上に向けた試験回数の増加や

  パート合格の要件緩和などの柔軟な対応



更なる外国人活躍に向けた取り組み事例（アズパートナーズ） 依頼中 P
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更なる外国人活躍に向けた取り組み事例（ベネッセスタイルケア）

採用から資格取得、定着、キャリア形成までを一貫して支援する仕組み

e-learning教材【care hint】
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SOMPO流インド介護人材モデル

人材募集・採用 教育 人材紹介・登録支援 渡航後サポート

現地送り出し
パートナー

2026年4月WINZ plus社との資本業務提携

現地送り出し
パートナー

インド政府系機関「NSDCI」や
複数の送り出し機関と連携し
強固な採用パイプラインを構築

日本式介護研修室を設立し、
介護知識・技術、

日本語、異文化理解を習得

WINZplusとの協業により、
入国までの支援・渡航後の

生活をサポート

日本で長く活躍できるよう
定着支援と介護福祉士取得の

教育プログラムを提供

26年度計画
インド人材60名

（2026年７月時点）

入社時研修

現場を想定した実践プログラム

守谷総合研修センターにて、

16日間研修実施

配属後の継続教育

WEB研修の拡充 現場OJTとの連携

配属地に関わらず、

継続的に研修が受講可能

本社採用室も継続的に

OJTを実施

充実した教育体制の構築

更なる外国人活躍に向けた取り組み事例（SOMPOケア）
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介ホ協活動
～共に介護業界を盛り上げましょう～
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組織体制

・設立から20年以上が経過し、組織率は約60％（施設定員ベース）まで増加
・介護事業者の相互連携を実施し、介護付きホームに関するサービスの質の向上、事業の適正運営に

向けた調査研究・研修の実施や行政当局その他関係機関との連絡調整に取り組んでいます

会員

ホーム定員数

60.3%

非会員ホーム定

員数

39.7%

■設立年月日 2001年6月29日

■全国介護付きホーム協会の加盟数
正会員法人数：913法人（35.3％）
正会員施設数：3,296施設（55.3％）
正会員定員数：209,412定員（60.3％）

※2026年3月31日現在

組織率
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会員サービス 未来へのチャレンジ 品質 働きがい 持続力
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研究サミット 事例研究発表全国大会 未来へのチャレンジ 品質 働きがい 持続力

・主な評価軸は①「革新的・先進的取組」②「エビデンス」③「入居者への寄り添い」④「チームワーク」
・2026年度は2026年10月29日（木）13:00～ 【会場】神田明神ホール／LIVE配信 にて開催
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経営支援プロジェクト 未来へのチャレンジ 品質 働きがい 持続力

・会員法人における経営者同士のサポート・意見交換の機会創出を推進
・2026年度経営者セミナーは

2027年1月28日（木） 【会場】KKRホテル東京／LIVE配信 にて開催予定
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介ホ協の支部活動 未来へのチャレンジ 品質 働きがい 持続力

・各都道府県にある支部活動において、会員法人の学び・意見交換の機会創出を推進
・支部連絡会やセミナー情報は協会ホームページ・公式LINEなどでご連絡
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